
平成28年度　包括外部監査結果に係る対応状況一覧
更新年月日：令和４年３月31日

64項目

63項目

No. 指摘項目 指摘事項の概要 措置の内容 措置状況 措置報告年度

1

面積基準の遵守に
ついて

　児童クラブは、児童福祉法に基づき従前か
ら実施されている事業ではあるが、その運営
において満たすべき基準の明確化は平成27年
４月からの新制度によりなされたものであ
る。そのため、直ちにすべてのクラブ室が基
準を満たすことは現実的に困難であると思わ
れるが、いつまでも基準に準拠しない状況が
許容されるものではない。
　そのため、概ね1.65㎡以上の基準を満たし
ていない15室については、学校の余裕教室の
更なる確保や施設の拡張などの措置を講ずる
必要がある。
　また、待機児童対策における整備計画を具
体化するに当たっては、面積基準にも十分に
留意して施設整備を検討することが必要であ
る。

　指摘を受けた15室のうち、10室については、同じ校
内に複数の児童クラブ室があるため、改善済みです。
　その他、１室については、平成28年度のクラブ室整
備により改善され、３室については、平成29年度のク
ラブ室整備予定により改善見込みであり、１室につい
ては、平成30年度以降早期のクラブ室整備により改善
見込みです。
　また、待機児童対策における整備計画を具体化する
に当たっては、静岡市子ども・子育て支援プランにお
ける平成31年度までの量の見込みに対応できるよう面
積基準にも配慮した施設整備を進めていきます。

措置済 平成29年度

指摘事項

措置報告項目

特定の事件（テーマ）：子ども・子育て支援事業に関する事務の執行について

Ⅰ．子ども未来課



No. 指摘項目 指摘事項の概要 措置の内容 措置状況 措置報告年度

2

支援の単位に関す
る基準の遵守につ
いて

　児童クラブにおける活動の単位である支援
の単位についても、面積基準同様に条例が定
める基準に準拠する必要がある。
そのため、まずは厚生労働省の放課後児童健
全育成事業の設備及び運営に関する基準に係
るQ&Aなどを参考に、パーテーション等で区
切るなどの方法でクラブ室を細分化する必要
性を検討すべきである。また、経過措置基準
であるおおむね70人を超える4室（※）につ
いては、速やかに基準に準拠するための対策
を講じる必要がある。
さらに、支援プランでは支援の単位が最低基
準に定められたおおむね40人以下の適正規模
となるようクラブ室の整備を進めるとしてい
るため、当該基準を超過する38室について
も、経過措置期間が満了するまでの期間に
渡って、基準に準拠するための具体的な検討
が必要である。
（※）市では、支援の単位を規定する明文基
準はないため、クラブ室単位をもって支援の
単位としている

　「静岡市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に
関する基準を定める条例」第10条第４項において、一
の支援の単位を構成する児童の数を、おおむね「40人
以下」と定めている基準の遵守については、支援の単
位の経過措置として、施行日から起算して５年を経過
する日（平成32年３月31日）までの間は、一の支援の
単位を構成する児童の数をおおむね「40人以下」とあ
るのを「70人以下」としています。
　経過措置基準であるおおむね70人を超える４室につ
いて、１室は平成28年度にクラブ室の増設整備を実施
済であり、２室についても平成29年度にそれぞれ新た
な増設整備を予定しております。１室については、今
後は基準の範囲内となるよう受入れ児童数を調整する
こととし、今後の申請状況を見ながら、クラブ室の整
備についても検討します。
　また、おおむね「40人以下」の基準を超過する児童
クラブについても、経過措置期間が満了する平成31年
度末までに、クラブ室の間仕切り設置等、各クラブの
実情に応じて適切な方法を講じていきます。

措置済 平成29年度



No. 指摘項目 指摘事項の概要 措置の内容 措置状況 措置報告年度

3

支援員配置基準の
遵守について

　現在、条例で定める経過措置基準を満たし
ていないクラブ室が4室ある。
　当該経過措置は、支援の単位における児童
の在籍数に関する本則の基準（おおむね40人
以下）から経過措置基準（おおむね70人以
下）とする基準と併せて運用されているもの
である。新制度における移行初期の例外的措
置であるため、経過措置基準を遵守するため
の対応が必要である。

　「静岡市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に
関する基準を定める条例」第10条第２項において、放
課後児童支援員の数を支援の単位ごとに「２人以上」
と定めていますが、支援の単位の経過措置として、施
行日から起算して５年を経過する日までの間は、一の
支援の単位を構成する児童の数をおおむね「40人以
下」とあるのを「70人以下」とする中で、放課後児童
支援員の数については、「２人以上（支援の単位を構
成する児童の数がおおむね41人以上おおむね45人以下
である場合は３人以上、おおむね46人以上である場合
は４人以上）」と読み替えるものとしています。
　この経過措置基準を満たしていない４室（いずれも
在籍児童数46人以上で、支援員数３人）のうち、静岡
地区の２室については、配置の支援員３人に加え、当
初から補助支援員を配置していたことで、経過措置基
準を満たしていました。
　また、清水地区の２室については、それぞれ、平成
28年度に児童クラブ室１室を追加整備することで、支
援の単位を３としたことにより、一の支援の単位を構
成する児童の数についてはおおむね「40人以下」とな
り、経過措置基準を満たしました。

措置済 平成29年度



No. 指摘項目 指摘事項の概要 措置の内容 措置状況 措置報告年度

4

清水地区における
土曜日開所の検討
について

　現在、清水地区の児童クラブは土曜日に開
所していない。この点、土曜日開所のニーズ
は少なくないと考えられ、また静岡地区との
公平性の観点からも、清水地区の土曜日開所
について再検討する必要がある。
　なお、再検討するに当たっては、地域の
ニーズや受入の可否に鑑み、新たに土曜日開
所が必要な児童クラブを選定することや土曜
日開所の代わりに保護者の通所選択に柔軟な
取扱いを設けることなどを含め、総合的に検
討することが望ましい。

 本市では、「静岡市子ども・子育て支援プラン」に基
づき、待機児童の解消を目標に平成27年度から５か年
をかけて、児童クラブ室の拡充整備を進めてきまし
た。
児童クラブの利用者は今後も増加が見込まれることか
ら、現在は、新たに策定した「静岡市子ども・子育
て・若者プラン」に基づき、令和７年度当初の量の見
込みに対応する受け皿を確保するため、令和２年度か
ら５か年をかけて、児童クラブ室の拡充整備を進めて
います。
このため、クラブ室の拡充整備や、利用児童の増加に
対応するための支援員の確保に取り組む必要がありま
す。このような中、清水地区での土曜日開所の受け入
れ体制を整えるためには、更なる支援員の確保が必要
となることから、現状では土曜日開所が難しい状況と
なっています。
清水地区においても、一定程度の土曜日開所のニーズ
があることは把握しておりますが、上記待機児童解消
のための取り組みを優先的に進める必要があるため、
清水地区の土曜日開所は当面の間は実施しないことと
しますが、土曜日開所のニーズに対しては、代替とし
てファミリーサポートセンター事業や土曜日開所して
いる民間児童クラブを周知し対応していきます。

措置済 令和２年度



No. 指摘項目 指摘事項の概要 措置の内容 措置状況 措置報告年度

5

委託料積算の不均
衡の是正について

　児童クラブの委託料については、間接事務
費やその他の経費に係る積算方法に相違があ
ることに起因して静岡地区のほうが清水地区
よりも「1児童1日当たり委託料」が高い金額
となっている。
　市内、同一の事業の委託料については、そ
れぞれの規模に応じて公平な水準とすべきで
あり、現状の委託料積算については見直す必
要がある。
　また、「最小の経費で最大の効果」を挙げ
るべき観点からは、両地区の運営のうち、効
率的な部分についてはこれを採用し、一方で
適切な事業運営のために必要である部分につ
いては、十分な委託料となるよう積算に反映
させるべきである。

　児童クラブの委託料の積算については、平成29年度
分は、静岡地区・清水地区ともに、各クラブの支援員
配置基準等に基づいて算出した「人件費」に、共通項
目の「事業費」、「事務費」を加算した額から、各ク
ラブの見込み児童数に応じた「保護者負担金」の額を
差し引く等、同じ基準で算出した額を委託料とする積
算方法に改めました。

措置済 平成29年度

6

静岡地区の児童ク
ラブ予算及び決算
に係る内訳把握に
ついて

　現在、市では静岡地区における児童クラブ
予算及び決算について、クラブごとの内訳情
報を入手しておらず、個別の収支状況が把握
できない状況となっている。市は、事業実施
主体として静岡、清水両地区の児童クラブに
係る財務や運営効率等の状況を比較し、それ
ぞれの実態を十分に把握したうえで必要な内
容を委託料積算に反映するなどの対応が求め
られる。
　したがって、静岡地区についても児童クラ
ブ予算及び決算に係る内訳情報を入手する必
要がある。

　平成29年度から、各児童クラブの予算及び決算に係
る内訳情報を入手し、収支状況を把握します。

措置済 平成29年度



No. 指摘項目 指摘事項の概要 措置の内容 措置状況 措置報告年度

7

資金不一致に関す
る追加調査につい
て

　現在、清水地区の児童クラブでは次年度当
初の運営経費に充当する目的で剰余金を繰越
している。しかし、「どろん子児童クラブ」
で事業収支決算書の剰余金額と実際の預金が
一致していないことが発見された。市は、委
託事業者に当該資金を管理させる責任を有し
ているため、当該金額の不一致原因について
は速やかに調査し、適切な対応を検討する必
要がある。

　「どろん子児童クラブ」における、平成28年３月31
日時点の決算書類の繰越金と児童クラブ専用の預金通
帳の残高が不一致になっていた件について、事業者
（特定非営利活動法人　子育て支援どろん子）に調査
したところ、未払い金として計上すべきであった平成
27年度の３月分の電話代、委託料、所得税、住民税、
給料について、平成28年度の４月に入り、支払いをし
ているものであると報告がありました。
　決算報告の際には、決算書と通帳を突合し、適切な
報告となるよう指導しました。

措置済 平成29年度

8

放課後児童クラブ
運営事業に係る剰
余金の取扱い検討
について

　市は、清水地区の児童クラブの委託事業者
については、規模が小さくその資金的余裕が
少ないことを理由に剰余金を返納せずに次年
度に繰越すことを認めている。しかし、実際
にはこのような資金はほとんど必要ない状況
である。したがって、剰余金の取扱いについ
ては検討する必要がある。

清水区の児童クラブの受託者は、各地区青少年育成
推進委員会がそれぞれ組織する運営委員会であり、資
金力の脆弱な団体であるため、年度当初の運営費用と
して委託料の剰余金を繰り越す必要が生じるという理
由から、精算・返納とせず繰り越しを認めていまし
た。

平成29年度から、剰余金については、決算状況を精
査した上で精算処理を実施することとします。

措置済 平成29年度



No. 指摘項目 指摘事項の概要 措置の内容 措置状況 措置報告年度

9

委託事業者の事業
収支決算書内容の
検証について

　市では、清水地区の児童クラブについては
個別に事業収支決算書を受領しているが、当
該内容の検証が不十分であった。
　市は、児童クラブに係る委託事業者の財務
や運営効率等の状況を把握し、適切に管理さ
せる責任を有している。したがって、事業を
委託するに当たっては、受領した事業収支決
算書を十分に検証し、必要に応じて追加の調
査を実施するなどのモニタリング機能を発揮
する必要がある。

　清水地区の児童クラブに係る「事業収支決算書」に
ついては、受領後、個別に確認を行っているところで
す。
　また、清水地区の各児童クラブ（22クラブ）につい
ては、２年に一度、クラブ訪問による運営に係るモニ
タリング調査を実施していますが、今年度は全クラブ
で実施しました。今後は受領した「事業収支決算書」
を十分に確認・検証し、さらに確認すべき点が見受け
られた場合には、必要に応じて追加の調査を実施する
など、モニタリング機能のさらなる発揮に努めます。

措置済 平成29年度

10

最新の備品台帳及
び備品シールの適
切な配付について

　どろん子児童クラブでは、備品台帳や備品
シールが配付されておらず、いずれが市の購
入した備品であるかが確認できなかった。
　市の備品の管理については第一義的に市が
責任を負っている。そのため、現物の管理を
委託事業者に任せるに当たっても、備品の新
規購入などに併せて市が備品台帳を各児童ク
ラブに配付し、備品シールの貼付を指示する
必要がある。
　したがって、今一度すべての市立児童クラ
ブについて最新の備品台帳及び備品シールが
配付されているかどうかを確認するととも
に、備品シール貼付徹底を指示するなど、適
切な対応を行う必要がある。

　公設の児童クラブにおける、最新の備品台帳による
備品の所在と備品シールの貼付の確認を実施しまし
た。
　今後は、児童クラブ訪問の際に、備品シールの貼付
と現物の確認を行い、備品台帳との突合を徹底しま
す。

措置済 平成29年度



No. 指摘項目 指摘事項の概要 措置の内容 措置状況 措置報告年度

11

私立児童クラブ及
び当該助成事業の
位置づけについて

　放課後児童クラブ運営費助成事業の趣旨は
私立児童クラブの新規参入を促進することで
あるにもかかわらず、市は量の見込み及び確
保の内容において、当初の10室以外の目標を
有していない。一方、市内には既に10室程度
の私立児童クラブが存在しているため、一見
すると当該助成事業がなくとも既に目標を達
成しているようにみることもできる。
　加えて、予算執行率が極めて低調となって
いるため、当該事業の存在意義自体に疑問が
あると言わざるを得ない。
　したがって、市として量の見込み、確保の
内容において最終的にどの程度の私立児童ク
ラブの数を目標とするのか、そのために当該
助成事業をどのように有効活用するのかにつ
いて、再度具体的な検討が必要である。

　児童クラブについては、平成29年度に公設及び私立
（民間）も含めて「静岡市子ども・子育て支援プラ
ン」における整備計画の見直しを行うこととしてお
り、その中で、民間児童クラブについては、計画に位
置付けられた目標数の確保と適切な運営をするための
助成制度のあり方についても整理していきます。

措置済 平成29年度

12

適切な事業評価の
実施について

　放課後児童クラブ運営費助成事業に係る事
業評価においては、単に助成事業を実施する
ことを指標としてA評価としている。しか
し、当該事業の本来の目的は、待機児童解消
を含む児童クラブ事業量の確保のために私立
児童クラブを運営する民間事業者の参入を促
すことである。
　したがって、当該助成事業の趣旨に沿った
成果を達成するために、適切な指標を設定し
たうえで、評価する必要がある。

　児童クラブについては、平成29年度に公設及び私立
（民間）も含めて「静岡市子ども・子育て支援プラ
ン」における整備計画の見直しを行うこととしてお
り、その中で、私立児童クラブについては、計画に位
置付けられた目標数の確保と、公設児童クラブの補完
的役割を維持する上で、補助制度を活用して適切な運
営ができているか判断するための指標を設定します。

措置済 平成29年度



No. 指摘項目 指摘事項の概要 措置の内容 措置状況 措置報告年度

13

子育て支援セン
ターにおける一時
預かり事業利用料
について

　静岡、清水の両中央子育て支援センターで
実施される一時預かり事業のうち、時間単位
預かりについては、サービス内容に特段の差
異がないにもかかわらずその利用料に相違が
生じている状況である。市内の同一の事業に
おいて、利用者が負担する金額に相違がある
現在は適切なものとは言えない。また、清水
側では利用料設定時にファミリー・サポー
ト・センター活動報酬との整合性に留意して
いたにもかかわらず、現在はこれとも不整合
となっている。
　したがって、支援センターにおける一時預
かり事業の利用料について、サービスに見合
う適切な水準の利用料を、市内の利用者が公
平な負担で利用することができるよう見直す
必要がある。

　子育て支援センターの一時預かりの利用料金は、静
岡市子育て支援センター条例第９条にその定めがあり
ますが、中心市街地に来る人のためのサービスとして
設置された「静岡中央子育て支援センター」について
は、周辺の認可外保育施設との均衡を図って決定され
ました。
　また、個人事業主が多い地域で、月預かりをメイン
として勤労者福祉センター内に設置された「清水中央
子育て支援センター」については、月預かりの間に一
時預かりを入れる形で実施され、同施設内に事務局
（清水支部）があるファミリー・サポート・センター
の利用料金（一番高い時間帯のもの）に合わせて決定
されたもので、それぞれの施設の成り立ちの違いによ
り、合併時の料金を引き継いできた経緯があります。
　利用料金の見直しについては、近隣の民間施設の状
況を把握した上で、次回の使用料の見直しの機会にあ
わせて、同じ水準の利用料となるよう、見直しを行い
ます。

措置済 平成29年度

14

最新の備品台帳及
び備品シールの適
切な配付について

　静岡中央子育て支援センターでは、最新の
備品台帳や備品シールの一部が配付されてお
らず、その結果として備品シールの貼付漏れ
が発見された。
　市所有の備品の管理については第一義的に
市が責任を負っている。そのため、現物の管
理を指定管理者等に任せるに当たっても、市
が備品の新規購入などに併せて最新の備品台
帳を各支援センターに配付し、備品シールの
貼付を指示する必要がある。
　したがって、今一度すべての支援センター
について最新の備品台帳及び備品シールが配
付されているかどうかを確認し、備品シール
貼付徹底を指示するなど、適切な対応を行う
必要がある。

　市直営及び公設の子育て支援センターにおける、最
新の備品台帳による備品の所在と備品シールの貼付の
確認を実施しました。
　今後は、子育て支援センター訪問の際に、備品シー
ルの貼付と現物の確認を行い、備品台帳との突合を徹
底します。

措置済 平成29年度



No. 指摘項目 指摘事項の概要 措置の内容 措置状況 措置報告年度

15

現物資産の備品台
帳への登録につい
て

　清水中央子育てセンターでは、取得の経緯
が不明であることを原因にピアノの台帳登録
が漏れていた。特にピアノのように高額物品
が市の所有備品である場合は台帳登録すべき
である。さらに、今後このような登録漏れを
防止する観点から、定期的な現物確認手続を
実施するに当たっては、既に台帳登録されて
いるデータのみならず、他に登録すべき備品
の漏れがないかについて十分に留意して実施
する必要がある。

　指摘のあったピアノについては平成29年６月15日付
けで備品登録いたしました。
　今後は、備品台帳への登録漏れが生じないよう、最
新の備品台帳により、備品の所在と備品シールの貼付
の確認を徹底します。また、その旨を平成29年６月30
日付けで課内に周知いたしました。

措置済 平成29年度



No. 指摘項目 指摘事項の概要 措置の内容 措置状況 措置報告年度

16

浜石野外センター
の耐震対策等の方
針決定について

　浜石野外センターは、耐震対策推進計画が
定める目標に準拠して、平成30年度末までに
補強、建替、解体、使用停止のいずれかの方
法による対応を完了すべきであるが、現時点
では何ら方針が決定されていない。
　耐震化のために補強、建替を実施する場合
には工事実施期間のみならず、庁内での調
整、業者選定等が必要であり、解体又は使用
停止にするとしても、利用者及び委託先の理
解を得る必要がある。いずれも相応の期間を
要すると考えられるため、目標期限に向けて
早急に方針を決定する必要がある。

　浜石野外センターの宿泊棟２棟については、平成21
年３月に実施した耐震診断によると耐震性に問題があ
り、補強工事をしても施設の寿命はあと15年程度との
結果でした。
　公共建築物耐震対策推進計画では、平成30年度まで
に耐震性能ランクⅢの建築物をゼロとする達成目標を
定めているため、耐震性能ランクⅢに該当する宿泊棟
２棟については、関係部署と調整し、地元関係者へ説
明を行った結果、平成30年度末をもって使用停止・廃
止の方針が決定しました。

措置済 平成30年度

17

管理委託業務実施
報告書の報告日付
について

　委託事業者から提出された月報に事実に基
づかない日付により受領印が押印されている
ものがあった。月報の目的は対象月末までの
業務内容を報告することであり、市は報告書
類作成のための時間的余裕を認めて翌月10日
までの提出と定めているにもかかわらず、報
告日付を1日に統一することに意義はない。
それどころか、本来の日付と異なる日付で受
領することは不適切な事務処理である。その
ため、市は実際に受領した日を受領日とする
必要がある。

　平成28年度になって課内で事務手続きの見直しを行
い、同年度４月分の月報からは、契約書に記載された
報告期限までに提出されたことを確認したうえで、実
際に受領した日付で受領印を押印するよう対応してお
ります。

措置済 平成29年度

Ⅱ．青少年育成課



No. 指摘項目 指摘事項の概要 措置の内容 措置状況 措置報告年度

18

業務日誌の報告時
間について

　委託事業者からの業務日誌が業務終了前の
13時に受領されている。施設は14時まで開所
しているにもかかわらず、13時に日報を提出
した場合、残り1時間の間に発生したできご
とが市で報告されず、把握できないこととな
る。日報には当日の施設利用者を報告する項
目もあることに加え、その日の運営状況を所
管課が把握するための機能もある。そのた
め、適切な運営状況の報告を徹底する観点か
ら、業務完了後の日報作成を徹底させたうえ
で受領する必要がある。

　業務日誌は、宿泊者がいない日にあっては、午前10
時から午後2時までの業務時間の内容で作成するもの
で、午後１時頃には利用者の退出がほぼ完了すること
から、それまでに一旦日誌を作成、送信し、利用者退
出後の施設内の見回り・点検を行うことが慣例化して
いました。その際、閉所時間までの間に変更や追記す
べき点があったときには、電話連絡等により報告を受
けることで把握をしていました。
　業務完了後の日報作成を徹底させたうえで受領する
必要があるとの指摘に対して、平成29年度4月分から、
業務日誌に業務の開始時間及び終了時間の記載欄を設
けるとともに、業務完了後に作成・報告するよう相手
方に指導しました。

措置済 平成29年度

19

現物資産の備品台
帳への登録につい
て

　実際に使用している市所有の備品について
は、物品管理マニュアルや実態判断に基づき
備品台帳に登録すべきであるが、浜石野外セ
ンターにおいて未登録の備品が散見された。
　したがって、今一度使用中の備品が台帳へ
網羅的に登録されていることを確認する必要
がある。また、このような登録漏れを防止す
る観点からも、定期的に行われる現物確認を
行う際には、登録すべき備品の漏れがないか
について留意すべきである。

　市所有の備品は備品台帳に登録すべきところ、未登
録の備品が散見されたとの指摘に対し、浜石野外セン
ターの備品を改めて点検し、備品台帳との照合を行い
ました。その作業にあたって、未登録の備品について
は登録する手続きを行うとともに、日頃のチェックが
しやすいよう、備品の写真を掲載した備品管理帳を作
成しました。
　これにより、日常的な点検とともに、少なくとも年
１回以上の定期的な備品の点検を実施していくことと
します。

措置済 平成29年度



No. 指摘項目 指摘事項の概要 措置の内容 措置状況 措置報告年度

20

備品シールの貼付
漏れについて

　浜石野外センターの備品であるテント等に
備品シールが貼付されていなかった。物品管
理マニュアルでは、現物を特定できるように
貼付しにくい備品については他の代替的な方
法により備品番号を明確にすべきことが明記
されている。
　したがって、物品管理マニュアルの考え方
に即して備品台帳に登録されている現物を特
定できるように管理する必要がある。
　なお、他の拠点においては、台帳登録資産
の写真に備品シールを貼付したり、備品を収
納する棚に備品シールを貼付して管理するな
ど様々な対応がなされていたため、これらを
参考に対応することが必要である。

　テント等に備品シールが貼付されていなかったとい
う指摘に対し、備品登録に係る点検に際し、シールの
貼付状況及び現物に貼付しにくい素材であるかを確認
し、必要に応じて貼り直したり、直接油性マジックで
番号を明記したりするなどの措置を行いました。ま
た、備品にシールを貼付できなかったものについて
は、収納棚にシールを貼るなどして保管場所を明示す
るよう代替的な措置をとりました。

措置済 平成29年度



No. 指摘項目 指摘事項の概要 措置の内容 措置状況 措置報告年度

21

適切な事業評価の
実施について

　浜石野外センター運営事業に係る事業評価
においては、利用者数3,000人を指標とし、
それを達成したことをもってA評価としてい
る。しかし、当該目標値は過去の利用者数に
比較して低いものであり、今後の施設活用を
推進するための目標としては不十分である。
　したがって、当該施設運営事業の正確な成
果測定をするために、適切な指標を設定した
うえで、評価する必要がある。

　当該施設運営事業の正確な成果測定をするために、
適切な指標を設定したうえで、評価する必要があると
の指摘について、まず、平成27年度の目標値の設定
は、平成26年度の実績が2,887人で、過去最少の利用人
数であったため、地元の関係者の方々との話し合いの
場を設け、施設の利用活性化や環境整備への協力依頼
や、市事業での活用を検討するなどして、利用者数の
回復を図るべく3,000人に設定したものです。
　過去の実績を見ますと、昭和50年から平成４年まで
年間1万人を超える利用者数がありましたが、徐々に市
内外の青少年施設、野外体験施設等に利用者が移って
おり、施設の現状として、建物の耐震性が低く、その
対応方針の決定に取り組んでいる段階にあり、現時点
で当時と同レベルの目標値を設定することは適切では
ないと考えております。
　なお、近年では宿泊を伴う利用だけでなく、日帰り
や浜石岳へのハイキングルートの休憩ポイントとして
の利用も増えており、総じて利用は徐々に回復してき
ています。その結果、平成27年度の実績は4,146人、平
成28年度の実績は5,334人となり、過去５年間の中で最
多で、過去20年間の平均値（5,242人）も上回ってきて
います。
　そこで、平成29年度については、前年度を上回る
5,500人を目標に、施設の管理運営に取り組んでまいり
たいと考えております。
　あわせて、利用状況に鑑みた適正な施設の規模につ
いて検討を進め、見直しを図ってまいります。

措置済 平成29年度



No. 指摘項目 指摘事項の概要 措置の内容 措置状況 措置報告年度

22

請求書の日付につ
いて

　私立こども園・保育所等給付費（施設型給
付費）は各園からの請求により給付される。
当該請求書の日付を市で記入することは、相
手が同意しているとしても適切な処理である
とはいえず、相手方が日付を記入した請求書
を受領する必要がある。また、請求書に日付
の記載がない場合であっても、市が受領した
日付で受領印を押印し、事務処理がなされた
日付を適切に記録する必要がある。

　平成29年度私立こども園・保育所等給付費（施設型
給付費）の請求にあたっては、施設が必ず請求書の日
付を記入し、市に提出するよう施設あて指導しまし
た。
　また、請求書に日付の記載がない場合は、施設に連
絡し、日付を記載していただき再提出を求めます。請
求日は、請求書の請求者の住所・氏名・金額等と同様
に重要な項目の一つであり、支払時期等に影響が出る
ことから、記入のない場合には請求者自身に記入して
もらう必要があると考えるためです。
　ご指摘のような、請求書に日付の記載がない場合の
受領印での対応方法は、その印が単に受付印なのか、
正式な請求書としての受領印なのかなど、誤解を招く
恐れがあるため、市のルールとして現在採用しており
ません。
　なお、郵送によって請求書が送付された場合など
で、作成日と受領日に時間差が生じる場合には、受領
印にてその日付を記録する方法を取っております。

措置済 平成29年度

23

実績報告書の十分
な検証の実施につ
いて

　延長保育事業費補助金は、補助対象経費と
補助基準額の比較により補助金額が決定され
るため、補助対象経費の正確性については十
分な確認を行ったうえで適切な補助金支給を
行う必要がある。
　市は各園に対して延長保育事業に要した人
件費の集計を適切に行わせるための体制を早
急に構築するとともに、市においても十分な
実績報告書内容の検証をする必要がある。

　延長保育事業費補助金の対象経費は、延長保育事業
従事職員の人件費及び給食費等とされており、延長保
育事業に要した人件費の集計を適切に行うためには、
延長保育に関する個別従事状況を確認する必要があり
ます。
　その方法として、各園で日誌による延長保育の従事
保育士及び従事時間の記録や、給与の時給換算、共済
費の按分などによって人件費を算出させることとしま
した。しかし、そのためには関係書類を検証し、人件
費を適切に報告させる書式を作成する必要があり、ま
た、各園に対して人件費の集計を適切に行わせるた
め、対象経費の検証方法、報告書類、関連書類等につ
いて説明し、理解を得る必要があります。このため、
平成29年度はこれらの準備作業をすることとし、平成
30年度から実施をする予定です。

措置済 平成29年度

Ⅲ．幼保支援課



No. 指摘項目 指摘事項の概要 措置の内容 措置状況 措置報告年度

24

実績報告書及び関
連書類の見直しに
ついて

　現在、延長保育事業の実績報告書に加え
て、当該事業に要した人件費を適切に報告さ
せる書式等の受領は行っていない。報告させ
る項目の見直しを行い検証可能な実績報告書
及び関連書類を提出させるようにする必要が
ある。

　延長保育事業の実績報告書に加えて、当該事業に要
した人件費を適切に報告させるため、各園で日誌によ
る延長保育の従事保育士及び従事時間の記録や、給与
の時給換算、共済費の按分などによって人件費を算出
するなど、人件費を適切に報告させる書式を作成する
こととしました。
　しかし、その実施にあたっては、十分な検討のう
え、人件費を適切に報告させる書式を作成すること
や、各園が適切に報告できるよう検証方法、報告書
類、関連書類等について説明し、理解を得る必要があ
ります。このため、平成29年度はこれらの準備作業を
することとし、平成30年度から実施をする予定です。

措置済 平成29年度

25

交付申請書の提出
日付について

　延長保育事業費補助金は国の補助金に関す
る事業であり、交付申請書の提出時期が11月
から12月になるのはやむを得ないと考えられ
る。しかし、受領印の意義を考えると、実際
に受領した日以外の日付で押印することは問
題があり、実際の日付に合わせた事務処理を
行う必要がある。

　補助対象事業が４月から始まっているため、平成27
年度は事業着手後の国の交付要綱が示されてから申請
書を提出していただき、申請書の日付、受領印及び交
付決定を４月１日で行っていましたが、平成28年度の
延長保育事業費補助金交付申請書は、実際の申請日、
受理した日付の受領印の押印とするよう変更いたしま
した。
　補助事業には、交付申請を受け、交付決定をした以
降でなければ補助対象事業とすべきではない場合と交
付決定以前の事業も追認により補助対象事業としても
差し支えない場合があります。
　当該補助事業は、以前から実施しており、交付要綱
で事業の内容・方法が確定し、市が実績を確認するこ
とで補助目的を達成できる性質のものであるため、申
請日前の事業着手が不適切な執行となるものではない
ことから、後者に分類されるものと判断しました。こ
の取扱いでは申請日付を遡る必要はないことから、実
際に受理した日付で受領印を押印し、申請日前の事業
も追認することで補助対象とするよう変更しました。

措置済 平成29年度



No. 指摘項目 指摘事項の概要 措置の内容 措置状況 措置報告年度

26

実績報告書の十分
な検証の実施につ
いて

　一時預かり等事業費補助金は、補助対象経
費と補助基準額の比較により補助金額が決定
されるため、補助対象経費の正確性について
は十分な確認を行ったうえで適切な補助金支
給を行う必要がある。
　市は各園に対して一時保育等事業に要した
人件費及び保育材料費等の集計を適切に行わ
せるための体制を早急に構築するとともに、
市においても十分に実績報告書内容の検証を
する必要がある。

　平成27年度は新制度移行初年度であり、申請や実績
報告に係る制度運用や確認作業に不慣れな点がありま
したが、平成28年度には、一時預かり事業に要した人
件費は、給与明細や給与支払証明等で適切に集計し、
保育材料費等は購入した内容が一時預かり事業の対象
経費として妥当かを判断したうえ、領収書で適切に集
計するよう、補助対象経費の確認方法を改善しまし
た。
　その結果、補助対象経費と補助基準額を比較し、補
助対象経費が補助基準額に満たない場合は、補助対象
経費の額で補助金を支給しております。

措置済 平成29年度

27

交付申請書の提出
日付について

　一時預かり等事業費補助金は、国の補助金
に関する事業であり、交付申請書の提出時期
が11月から12月になるのはやむを得ないと考
えられる。受領印押印の意義を考えると、実
際受領した日以外の日付で受領印を押印する
のは不適切であり、実際の日付に合わせた事
務処理を行う必要がある。

　補助対象事業が４月から始まっているため、平成27
年度は事業着手後の国の交付要綱が示されてから申請
書を提出していただき、申請書の日付、受領印及び交
付決定を４月１日で行っていましたが、平成28年度の
一時預かり事業費補助金交付申請書は、実際の申請
日、受理した日付の受領印の押印とするよう変更いた
しました。
　補助事業には、交付申請を受け、交付決定をした以
降でなければ補助対象事業とすべきではない場合と交
付決定以前の事業も追認により補助対象事業としても
差し支えない場合があります。
　当該補助事業は、以前から実施しており、交付要綱
で事業の内容・方法が確定し、市が実績を確認するこ
とで補助目的を達成できる性質のものであるため、申
請日前の事業着手が不適切な執行となるものではない
ことから、後者に分類されるものと判断しました。こ
の取扱いでは申請日付を遡る必要はないことから、実
際に受理した日付で受領印を押印し、申請日前の事業
も追認することで補助対象とするよう変更しました。

措置済 平成29年度



No. 指摘項目 指摘事項の概要 措置の内容 措置状況 措置報告年度

28

要綱上の補助金支
給額の適切な明示
について

　私立こども園・保育所等運営費補助金は保
育環境改善や職員処遇改善・資質向上、多様
な保育支援のための事業に係る経費の一部を
補助するものであるため、補助対象経費に基
づく補助金交付額の決定方法及びその上限を
明確にすることが求められるが、市の民間保
育所等補助金交付要綱ではこれが明示されて
いない。
　したがって、現在の要綱記載を整理のうえ
補助金交付額の決定方法を明示する必要があ
る。

　平成29年度、静岡市民間保育所等運営費補助金交付
要綱を見直し、補助金交付額の決定方法として、補助
対象経費と補助基準額を比較していずれか少ない額と
する旨の記載を加え、当該補助基準金額が上限である
ことを要綱上明示するよう速やかに要綱改正を行いま
す。

措置済 平成29年度

29

補助対象施設以外
の保育所への補助
金交付について

　私立こども園・保育所等一時保育事業費補
助金を補助対象施設以外の保育所への補助金
交付することは不適切な処理である。今後
は、要綱改正を行った部分について、その改
正を反映させるような体制の構築をする必要
がある。

　該当施設が補助対象でなかったことを確認した後、
直ちに施設に説明し補助金の返還を求め、平成29年１
月23日に施設より補助金が返還されました。
　今後は、要綱改正を行った場合は係内に十分周知
し、係内のチェック体制を強化することで再発防止に
努めます。

措置済 平成29年度

30

変更承認申請書未
作成について

　静岡市民間保育所等補助金交付要綱第7条
では、補助事業の変更等については、変更承
認申請書を提出することと規定しているた
め、補助事業に変更がある場合は原則として
変更承認申請書を提出させる必要がある。
　一方、口頭による了承とする取り扱いは実
務上の例外に過ぎず、このような例外はより
限定的に適用されるべきである。したがっ
て、補助金額変更の有無にかかわらず、変更
承認申請の提出を免除する場合の変更内容及
び金額的基準を明確にする必要がある。

　認定こども園に移行する施設は、その移行に伴い、
職員体制や運営方法等を大きく変更する必要が生じま
す。そのため、移行準備や移行に係る人件費、各種備
品等の購入経費を補助対象経費とする民間保育所等補
助金（認定こども園移行支援事業）の申請において
は、移行前年度や移行直後に係る必要経費の見込みが
立てにくく、当初申請以降、その内容に変更が生じる
ことが見込まれます。内容変更の都度、変更申請を求
めると事業者に過度の負担を強いる恐れがあるため、
補助の目的に影響のない軽微な変更は従来どおり変更
申請を免除とし、免除する場合の基準（変更内容、金
額的基準）については今年度申請（７月）までに明確
にします。

措置済 平成29年度
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31

補助対象経費の明
確化について

　認定こども園移行支援事業の補助対象経費
の具体例が不明確であり、園ごと補助申請に
恣意性が介入する余地がある。そのため、補
助対象経費を具体的に例示することを検討す
る必要がある。

　補助対象経費については、「認定こども園への移行
準備及び事務、保育料徴収事務等を行う非常勤職員並
びに移行に係る各種備品等を整備するために必要な経
費」と定めており、保育料徴収事務等を行う非常勤職
員の人件費以外の、移行に係る各種備品等は、各施設
で必要なものが異なるため具体例を明確に定めていま
せん。
　しかし、各施設に補助を受ける機会を公平に提供す
るため、これまでに補助対象とした備品などの具体的
な事例を、平成２９年度より補助申請前の７月頃に対
象園へ示してまいります。

措置済 平成29年度

32

支出命令書の添付
書類について

　私立こども園・保育所等小規模施設整備費
等補助金の支出命令決裁の都度、補助金交付
要綱を印刷し添付されているが、当該要綱が
市のホームページにも掲載されている点を考
えると、用紙の浪費をしていることとなる。
当該要綱の添付の必要性については検討が必
要である。

　静岡市会計規則第58条第１項第５号において、支出
命令書に添付しなければならない書類として、「支出
の金額を明らかにするもの」と定められています。
「支出の金額を明らかにするもの」とは、補助金交付
決定伺等を指し、市のマニュアルにおいて、補助金交
付決定伺に添付しなければならない書類として、「交
付要綱」と定められております。交付要綱は、補助金
の目的及び基準等を明らかにし、適正性を確認するた
めの根拠となる資料であることから、会計規則に従
い、支出命令書ごとに添付することが必要であると考
えます。

措置済 平成29年度

33

適切な事業評価の
実施について

　幼稚園教諭免許・保育士併有促進事業費
は、幼稚園教諭免許と保育士資格の両方を持
つ人材の絶対数の増加を実現するための事業
であるため、補助対象人数が見込に達しない
状況にもかかわらず、補助金交付園の目標達
成のみをもって総合評価を「
A」とすることは適切ではない。
　市民の満足度の高い成果重視の行政運営を
推進するという事業評価の目的を果すため、
補助金交付園ではなく補助対象人数を成果指
標とする必要がある。

　平成２９年度に事務事業評価の成果指標を見直し、
補助金対象園ではなく、補助対象人数（資格取得者）
と改めます。

措置済 平成29年度
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34

同意書における適
切な署名の入手に
ついて

　利用者負担額助成事業補助金の同意書にて
父、母及び同居祖父母の本人署名が必要とな
るが、同一人物による署名であると思われる
同意書が何件か見受けられた。署名入手の際
に署名欄の筆跡を確認し、疑わしいものがあ
れば提出者に確認することが必要である。ま
た、確認により自筆でないことが判明した場
合、再提出をさせて確実に本人の署名を入手
する体制を構築する必要がある。

　御指摘に係る本人の同意は、本人が税に関する証明
書の提出を省略できるよう、その情報を幼保支援課の
職員が閲覧することについての同意であり、それに
よって過大な損害が生ずることは見込まれません。こ
のような事情を踏まえると、本人の同意がなされたこ
とについては署名又は記名押印により確認するのが相
当であると考え、平成29年度からは、父母、同居の祖
父母の全員について、署名又は記名押印を求めること
にしました。
　もっとも、「同一人物による署名であると思われる
同意書」のように、本人の同意がなされたことについ
て疑問が生ずるものについては、御指摘のように再提
出をさせるなどの方法により、本人の同意がなされた
かどうかをあらためて確認するように努めることにし
ます。

措置済 平成29年度

35

前金払いとする理
由の記載について

　私学振興補助金については、前金払いをう
けないと資金不足が生じることを理由として
記載しているが、実際には資金不足に陥る可
能性は見受けられなかった。
　前金払いは例外的な支払方法であることか
ら、これを行う場合には適切な理由を根拠と
して記載する必要がある。

　補助金に係る前金払いについては、地方自治法施行
令第163条第２号において、特段の制約なく支出するこ
とが認められています。
　本事業は、市内の学校法人の私立幼稚園、小学校、
中学校、高等学校において、すべての子どもたちが良
好な教育環境の中で学ぶことができ、かつ、多様で特
色ある教育を受けられるよう、施設の運営に要する経
費を支援し、本市の教育環境をさらに高めていくため
のものです。
　具体的には、教材や備品の購入、施設修繕、通園バ
スの運行など、幅広く「施設の運営に要する経費」を
支援しており、あらかじめ施設及び保護者負担の軽減
を図ることが、施設の円滑な運営に資するものである
ことから、前金払いを行っております。

措置済 平成29年度

36

市民税データ等の
使用許可手続にお
ける文書間の不整
合について

　市民税データは非常に重要な情報であり、
データの使用に関しては細心の注意を図る必
要がある。依頼元部署と依頼先部署間におい
て適切に手続きを行う必要がある。

　これまでのデータ使用の依頼様式に平成29年度から
「使用年度・使用期間」の項目を追加するように市民
税課と調整し、依頼元及び依頼先部署間における文書
の不整合が生じないよう対処しました。
　平成29年度の手続きは、平成29年３月９日に依頼を
しました。

措置済 平成29年度
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37

市民税データ利用
文書の日付につい
て

　市民税課に対する依頼文書、市民税課から
の使用許可の回答文書は両方とも平成27年4
月1日付けで作成されている。しかし、担当
者に確認したところ、実際は4月1日に依頼か
ら回答に至るまでの処理は行われておらず、
市民税課から回答文書が提出されたのは4月
初旬であったとのことである。文書日付を実
際の処理日でない日付で行うことは不適切で
ある。4月1日付で処理しなければならない文
書である場合は、事前準備を入念に行い、実
際の処理を4月1日付で行い文書発行する必要
がある。

　４月１日から市民税データを使用するため、今後は
市民税データの使用許可手続きを事前に行っていくよ
うに市民税課と調整をしました。
　平成29年度の手続きでは、平成29年３月９日に依頼
をし、平成29年３月24日に市民税課から許可をいただ
きました。

措置済 平成29年度

38

復命の遅延につい
て

　静岡市社会福祉法人等指導監査実施要綱で
は指導監査終了後「速やか」に復命すること
が求められているが、実際の復命は指導監査
終了後６か月を超えていた。今後は要綱を遵
守する必要がある。

　通常、指導監査は、市立園を５月から６月に、私立
園を６月から２月に順次実施していますが、平成27年
度は、新制度に移行したことに伴い、要綱や調書の大
幅な見直しなどに時間を要し、通常のスケジュールよ
り２ヶ月遅れて監査を実施しました。このため、私立
園の監査に充てられる期間が大幅に短くなり、監査の
実施を最優先としたことから、本来であれば10月末頃
までに復命すべきところ、市立園の復命に遅延が生じ
てしまいました。遅延の原因は、復命のスケジュール
管理を組織として行っていなかったことにあることか
ら、今後は、指導監査日程表で復命についても管理
し、復命の遅延の再発防止に努めてまいります。
　平成29年度の市立こども園等に対する指導監査につ
いては、５月15日～６月12日の間に実施する予定であ
り、復命についても、７月末までに実施します。
　なお、平成30年度以降についても、指導監査終了
後、できるだけ速やかに復命を行うこととします。

措置済 平成29年度
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39

現物資産の備品台
帳への登録につい
て

　小黒こども園及び高部中央こども園で、備
品台帳に登録すべき備品の登録漏れが複数
あった。台帳への登録がなかった場合、紛失
等があったとしてもその事実が発見されない
おそれがあるため、今一度使用中の備品が台
帳へ網羅的に登録されていることを確認する
必要がある。また、このような登録漏れを防
止する観点からも、定期的な現物確認の際に
は、登録すべき備品の漏れがないかについて
留意すべきである。

　備品取得後の備品台帳への登録はこども園課にて
行っております。
　備品台帳への登録漏れが生じた要因としては、PTAお
よび保護者会などから物品の寄贈を受けた際に、こど
も園課への寄付の届出がされず備品台帳への登録に至
らなかったケースがあった可能性が考えられます。ご
指摘の登録漏れが判明した備品については、現在取得
の経緯等を確認中であり、確認でき次第登録を行いま
す。
　ご指摘を踏まえ、寄贈を受けた際の事務手続きにつ
いて改めて平成29年６月８日の園長会で各園に周知
し、備品台帳への登録漏れ防止に努めてまいります。
備品取得後は、備品台帳への登録、備品シールの授受
が確実にされているか、連絡便による送付に加え、
メール等により連絡することで、こども園課と各園双
方で留意していきます。また、毎年８月の管財課にお
ける「使用中の物品の検査について」の依頼に合わ
せ、各園にて複数の職員による確実なチェック体制に
より、登録すべき備品の漏れがないかについての確認
を、今後さらに徹底して実施します。

措置済 平成29年度

40

備品シールの貼付
漏れについて

　待機児童園で備品シールが貼付されていな
い備品があった。備品台帳に登録されている
備品は、台帳との対応関係が明確となるよう
に備品シールを貼付するなどの方法により現
物管理することが必要である。

　ご指摘の備品シールの貼付漏れが判明した備品につ
いては、すべて備品シールの貼付を行いました。
　備品購入後、こども園課にて備品シールを作成し各
園に配布をしておりますが、こども園課での事務処理
上、ある程度まとまってから各園へ送付しているた
め、一度に貼付する備品シールの量が多いことが貼付
を失念した原因と考えられます。
　ご指摘を踏まえ、改めて各園に備品シール貼付を徹
底するよう周知するとともに、備品シールを少量ずつ
配付するよう配付時期の見直しを図ります。また、貼
付できない備品については、直接ペンで備品番号を記
入するなど工夫し現物管理に努めてまいります。

措置済 平成29年度

Ⅳ．こども園課
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41

市立こども園の耐
震対策について

　子どもたちにとって安心・安全な教育・保
育環境を整えるためにも、市立こども園の耐
震対策は非常に緊急性の高い課題であるとい
える。
　したがって、耐震対策推進計画の対象とな
る園については、配置適正化方針を踏まえた
建替え民営化及び耐震補強工事を検討するな
どの早急な対応が必要である。

　静岡市公共建築物耐震対策推進計画において、８園
が耐震対策の必要な施設とされました。
　このうち、静岡市立こども園の配置適正化方針に
沿って、新富町こども園は令和２年４月に園舎解体後
に民営化し、興津南こども園は令和２年３月末をもっ
て廃園し、折戸こども園及び三保こども園は、令和３
年４月に統合民営化し両園を令和３年３月末に廃園い
たしました。
　また、当該方針の第三次対象園となった小黒こども
園及び八幡こども園は、これらの園を統合民営化する
ことを決定し、令和10年３月末に廃園する予定です。
小黒こども園及び八幡こども園については、令和10年
３月まで現園舎を使用することから、令和４年度に耐
震性能向上工事を予定しています。

　なお、静岡市公共建築物耐震対策推進計画は平成31
年４月に改定され、耐震性能Ⅱかつ避難所等の公共建
築物は令和６年度末までに、耐震性能がⅡである全て
の公共建築物は令和８年度末までに、それぞれゼロに
することを目標とするよう変更されました。

 残る２園についても、静岡市公共建築物耐震対策推進
計画を踏まえ、また静岡市立こども園の配置適正化方
針に基づき、建替民営化等対応していきます。

未措置

42

保育教諭資格併有
促進事業の予算策
定について

　保育教諭資格併有促進事業は、予算執行率
が32.0%と低くなっている。これは、年度ご
との資格取得計画人数を設定していなかった
ことにより、予算策定のための基礎情報が不
足していたためである。
　資格取得の計画人数を設定したうえで、そ
れにしたがって適正な水準で予算を策定する
必要がある。

　指摘事項の予算の策定については、毎年実施する免
許資格保有状況調査において、資格取得及び免許更新
予定年度の調査項目を加えることで各年度の資格取得
や免許更新予定人数を把握し、この基礎情報に基づき
年度ごとの資格取得及び免許更新計画人数を設定した
上で策定するように平成30年度予算要求より改善しま
す。

措置済 平成29年度



No. 指摘項目 指摘事項の概要 措置の内容 措置状況 措置報告年度

43

適切な事業評価の
実施について

　保育教諭資格併有促進事業は、事務処理を
円滑に実施することができたことを理由に総
合評価Aとしている。しかし、保育教諭資格
併有は経過措置期間終了までに達成すること
が必要であるため、資格取得の計画人数を設
定し、実績人数がどうであったか、といった
適切な成果指標を設ける必要がある。

　指摘事項については、免許資格保有状況調査を基礎
とする資格取得及び免許更新の計画人数を設定し、そ
れに対する実績人数での事業評価に平成29年度より改
めてまいります。

措置済 平成29年度

44

免許資格保有状況
の正確な把握につ
いて

　平成28年7月に発覚した免許失効者の職務
従事は、任用更新の際の免許状の確認不十分
と、免許資格保有状況調査における不正確な
報告によって引き起こされたものである。
　このうち、任用時及び任用更新の際の免許
状の確認については、園での確認の後、こど
も園課における再確認を必ず行うようにして
おり、改善がみられる。
　一方、免許資格保有状況調査については、
高部中央こども園への訪問時、調査の報告に
ついて、職員１人分の記載が漏れていること
を発見した。園からの不正確な報告は、免許
失効者の職務従事と同様の事態につながりか
ねないものであり、調査対象時点の在籍職員
について正確な報告が必要である。報告内容
に関して、園内での作成者以外による確認及
びこども園課による確認を、手順を定めて厳
格に行うことが必要である。

　指摘事項については、こども園における免許資格保
有状況調査作成の際には、記載漏れや誤りがないか作
成者以外の複数による確認を行うことを園長会での説
明や調査の実施通知での指示等により、徹底してまい
ります。
　さらに、こども園課では、園からの調査報告の内容
についてヒアリングを実施し、幼稚園教諭免許状や保
育士証との突合を行うことで、資格保有状況や免許状
更新状況を把握し、免許失効等による無資格者が職務
従事することのないよう確実な免許資格の管理体制を
構築してまいります。

措置済 平成29年度

Ⅴ．子ども家庭課



No. 指摘項目 指摘事項の概要 措置の内容 措置状況 措置報告年度

45

再委託に関する契
約書の記載につい
て

　「静岡市母子家庭等就業・自立支援セン
ター運営事業委託契約書」とその別紙である
「個人情報の保護に関する取扱い仕様書」の
間で再委託に関する取扱いが異なっており、
実際の業務との間で齟齬が生じてしまってい
る。
　契約書及び仕様書は契約の相手方との間で
業務の実施方法を定める重要な文書であるた
め、覚書において別紙の内容を変更するな
ど、早急な対応が必要である。

　母子家庭等就業・自立支援センター運営業務におい
て専門性が必要な業務については、契約書において再
委託を認めており、個人情報の保護に関する取扱仕様
書の記載が誤っていました。委託契約書の内容に合わ
せ、個人情報の保護に関する取扱仕様書第９項
「（再）委託等の禁止」に、「ただし、あらかじめ書
面による承認を受けた場合は、この限りではない。」
とのただし書を平成29年度から追加しました。

措置済 平成29年度

46

適切な事業評価の
実施について

　母子家庭自立支援給付金の受給資格を適切
に審査せずに支給依頼に応じた場合、支給割
合は容易に100％を達成できることになって
しまう。したがって、支給依頼に対する支給
割合の目標達成をもって総合評価を「A」と
することは適切ではない。
　市民の満足度の高い成果重視の行政運営を
推進するという事業評価の目的を果すため、
申込みへの対応割合ではなく支給依頼件数を
成果指標とする必要がある。

　母子自立支援給付金は母子家庭の母及び父子家庭の
父の就業・自立のため、資格取得の支援が必要な対象
者に対して適正な支援を行うことが重要であり、支給
依頼件数を成果指標とすることは制度の趣旨に沿わな
いことから、成果指標は給付金事務の適正な実施とし
完全実施を目標値に設定するとともに、実績値に支給
依頼件数を併記することとしました。

措置済 平成29年度

47

適切な事業評価の
実施について

　市は、平成27年度の事業評価における母子
家庭等日常生活支援事業の成果指標を申込み
への対応割合としているが、当事業に対する
市民の満足度が低い場合には申込件数が少な
くなり、結果として申込みへの対応割合
100％を容易に達成できることになってしま
う。したがって、申込みへの対応割合の目標
達成のみをもって総合評価を「A」とするこ
とは適切ではない。
　市民の満足度の高い成果重視の行政運営を
推進するという事業評価の目的を果すため、
申込みへの対応割合だけではなく母集団とな
る申込件数も成果指標とする必要がある。

　母子家庭等日常生活支援事業は、ひとり親家庭が一
時的に介護・保育等が必要なときに、支援員を派遣す
ることでひとり親家庭の生活援助や家事援助を行って
おり、相談窓口において相談者への支援のひとつとし
て適正に実施することが重要であり、申込件数を成果
指標とすることは制度の趣旨に沿わないことから、支
援員派遣の適正な実施を指標として完全実施を目標値
に設定するとともに、実績値に申込件数を併記するこ
ととしました。

措置済 平成29年度



No. 指摘項目 指摘事項の概要 措置の内容 措置状況 措置報告年度

48

適切な事業評価の
実施について

　ひとり親家庭生活支援事業についても申込
みへの対応割合の目標達成のみをもって総合
評価を「A」とすることは適切ではなく、市
民の満足度の高い成果重視の行政運営を推進
するという事業評価の目的を果すため、申込
みへの対応割合だけではなく母集団となる申
込件数も成果指標とする必要がある。

　ひとり親家庭生活支援事業は、ひとり親家庭の子ど
もにホームフレンドを派遣することで子どもの心の支
えとなるとともに、生活面の指導を行っており、相談
窓口において相談者への支援のひとつとして適正に実
施することが重要であり、申込件数を成果指標とする
ことは制度の趣旨に沿わないことから、ホームフレン
ド派遣の適正な実施を指標として完全実施を目標値に
設定するとともに、実績値に申込件数を併記すること
としました。

措置済 平成29年度

49

適切な事業評価の
実施について

　現状、申込みに対する施設の受入可能人数
は明らかに余裕があり、申込みへの対応割合
が100％を大きく下回ることは考えられない
ため、成果指標を達成することは極めて容易
である。したがって、申込みへの対応割合の
目標達成をもって総合評価を「Ａ」とするこ
とは不適切である。
　市民の満足度の高い成果重視の行政運営を
推進するという事業評価の目的を果すため、
申込みへの対応割合ではなく利用者の満足度
や緊急の申込みに対する対応の迅速性を成果
指標とする必要がある。

　子育て短期支援事業は、保護者の疾病、育児疲れ等
で養育できない児童や経済的理由で一時保護する必要
がある母子が短期間に入所するもので、緊急な利用申
請に適正に対応することが重要であり、利用者の満足
度などの数値目標は制度の趣旨に沿わないことから、
迅速性を含めて申込みへの適正な対応を指標として完
全実施を目標値に設定するとともに、実績値に延べ利
用人数を併記することとしました。

措置済 平成29年度

50

適切な事業評価の
実施について

　仮に当事業に対する市民の満足度が低い場
合には申込件数が少なくなり、結果として申
込みへの対応割合100％を容易に達成できる
ことになってしまう。したがって、申込みへ
の対応割合の目標達成をもって総合評価を
「A」とすることは適切ではない。
　市民の満足度の高い成果重視の行政運営を
推進するという事業評価の目的を果すため、
申込みへの対応割合ではなく申込件数や利用
者の満足度を成果指標とすべきである。

　子育て支援ヘルパー派遣事業は、家事や育児を行う
ことが困難な家庭を支援する事業で、対象者に対して
適正な支援を行うことが重要であり、数値目標は制度
の趣旨に沿わないことから、申込みへの適切な対応を
指標として完全実施を目標値に設定するとともに、実
績値に延べ利用回数を併記することとしました。

措置済 平成29年度



No. 指摘項目 指摘事項の概要 措置の内容 措置状況 措置報告年度

51

業務実績（完了）
報告書の支出額の
記載について

　子どもの貧困対策学習支援事業の仕様書に
支出額等を記載した業務実績（完了）報告書
を提出することが定められているため、これ
に沿って市は具体的な収支の確認まで行うべ
きである。
　また、当事業は公募型プロポーザル方式に
よる随意契約にもかかわらず、市は積算に係
る参考見積を徴取せず他都市の実績を参考に
積算金額を算出している。市内の事業者に実
績がなく参考見積の徴取が困難であるという
事情は斟酌できるものの、その場合には当年
度の参考見積と支出実績との比較を行い次年
度の積算金額算定の基礎とすべきであり、安
易に仕様書の記載を見直し、次年度以降は収
支の確認を行わないと定めることは適切では
ない。
　市は受託者と協議し費目別の収支報告書の
提出を求め、収支の確認を行う必要がある。

　受託者と協議し、費目別の支出額等を記載した業務
実績（完了）報告書の提出を求め、平成28年度分の収
支確認をするとともに次年度の積算金額算定の基礎と
します。

措置済 平成29年度

52

適切な事業評価の
実施について

　市は平成27年度の事業評価における子ども
の貧困対策学習支援事業の成果指標を登録者
数としている。登録した児童が必ず学習支援
教室や生活支援教室へ出席しているわけでは
ないことから、事業の成果を適切に示す指標
は登録者数ではなく各教室への出席者数であ
ると考えられる。したがって、登録者数の目
標達成をもって総合評価を「A」とすること
は適切ではない。
　市民の満足度の高い成果重視の行政運営を
推進するという事業評価の目的を果すため、
（子どもの）登録者数ではなく各教室への出
席者数を成果指標とする必要がある。

（子どもの）登録者数ではなく、前年度実績を基準と
して定員増を考慮した延べ利用者（出席者数）を平成
28年度分から成果指標としました。

措置済 平成29年度



No. 指摘項目 指摘事項の概要 措置の内容 措置状況 措置報告年度

53

前金払いとする理
由の記載について

　子どもの貧困対策就労支援事業の委託料は
前金払いの方法により委託先に支払っている
にもかかわらず、委託契約の事業決裁に前金
払いとする理由が記載されていなかった。
　前金払いは例外的な支払方法であることか
ら、市は前金払いとする理由を十分に検討す
る必要があり、事業決裁にその理由を記載す
る必要がある。

　子どもの貧困対策就労支援事業の委託料について
は、受託者と協議し、平成29年度契約締結時から委託
料の支払いを前金払いから通常払いに変更しました。

措置済 平成29年度

54

適切な事業評価の
実施について

　市は平成27年度の事業評価における子ども
の貧困対策就労支援事業の成果指標を相談者
への対応割合としている。当事業に対する市
民の満足度が低い場合には相談件数が少なく
なり、結果として相談者への対応割合100％
を容易に達成できることになってしまう。し
たがって、相談者への対応割合をもって総合
評価を「A」とすることは適切ではない。
　市民の満足度の高い成果重視の行政運営を
推進するという事業評価の目的を果すため、
相談者への対応割合ではなく事業の稼働状況
を把握できる相談件数や、より具体的に効果
を測定できる就職率等の適切な成果指標を設
定する必要がある。

　子どもの貧困対策就労支援事業は、ひとり親への就
労相談を中心に相談者に寄り添った相談支援を行って
おり、対象者に対して適正な相談支援を行うことが重
要であり、数値目標は制度の趣旨に沿わないことか
ら、就労支援専門員による相談業務の適正な実施を指
標として完全実施を目標値に設定するとともに、実績
値に相談件数を併記することとしました。

措置済 平成29年度

55

過年度過払金の不
納欠損処理につい
て

　児童手当の過払金は公債権であるため、時
効期間は5年と考えられる。時効期間を迎え
た債権については、債権を整理し適時適切に
不納欠損処理を行うべきであるため、市は早
急に平成23年度以前の児童手当過払金に係る
債権の調査、確認、整理を行い、債権管理簿
を整備して、時効期間を把握する必要があ
る。

　平成23年度以前の児童手当過払金に係る債権の調査
を７月から実施し、債権管理簿を整備します。また、
債権管理簿で時効期間を正確に把握し、時効期間を把
握した債権については平成29年度中に適切な不能欠損
処理を実施します。

措置済 平成29年度



No. 指摘項目 指摘事項の概要 措置の内容 措置状況 措置報告年度

56

過払金の回収事務
について

　市の債権管理マニュアルには必ずしも電話
や訪問を行わなければならないという規定は
置かれていないが、文書による一方的な督促
よりも電話や訪問による相対の督促は効果が
高いと考えられる。債権金額との費用対効果
を勘案する必要はあるものの、原則的にはす
べての滞納者に対して直接的な折衝を試みる
べきである。
　制度の公平性の観点から、受給資格のない
保護者に支給された児童手当等の過払金は可
能な限り回収に努めるべきである。電話や訪
問による督促についても実施手順を定め、よ
り効果的な方法で債権の回収に努める必要が
ある。

　過払金の回収に繋がるよう11月を滞納整理強化期間
として対象者に電話による催告を行うこととし、必要
に応じて訪問による催告も行うよう手順を定めまし
た。

措置済 平成29年度

57

児童手当の過払金
に係る延滞金につ
いて

　一般的に、児童手当の過払は受給者の知識
不足（保護者が公務員として採用された場合
に必要となる届出の提出が遅れてしまったこ
となど）に起因するものが多いため、市が定
めた延滞金徴収の例外に該当するケースは多
いと考えられる。
　しかしながら、公平性の観点から延滞金の
徴収に係る判断を担当者間での口頭の引き継
ぎ事項とすることは適切ではない。個々の債
権ごとに過払金に係る延滞金を徴収しないと
した判断理由を明文化する必要がある

　静岡市税外収入金に係る督促に関する条例の規定に
基づく延滞金の徴収の例外に該当するケースについて
は、過払金に係る延滞金を徴収しないとした判断理由
を文書化し、その旨を決裁文書に明記するよう改めま
した。

措置済 平成29年度



No. 指摘項目 指摘事項の概要 措置の内容 措置状況 措置報告年度

58

過年度過払金の債
権管理簿の整備に
ついて

　児童扶養手当の過払金は公債権であるた
め、時効期間は5年と考えられる。平成24年
度以前に発生した過払金のなかには平成29年
度中に時効期間を迎える債権が含まれる可能
性があるため、市は早急に過年度の児童手当
過払金に係る債権の調査、確認、整理を行
い、債権管理簿を整備し、時効期間を把握す
る必要がある。
　時効期間を迎えた債権については、債権を
整理し適時適切に不納欠損処理を行うべきで
ある。

　児童扶養手当過払金に係る債権の調査を７月より実
施し債権管理簿を整備します。また、債権管理簿で時
効期間を正確に把握し、時効期間を把握した債権につ
いては平成29年度中に適切な不能欠損処理を実施しま
す。

措置済 平成29年度

59

過払金の回収事務
について

　児童扶養手当制度の公平性の観点から、受
給資格のない保護者に支給された児童扶養手
当の過払金は可能な限り回収に努めるべき債
権である。電話や訪問による督促についても
実施手順を定め、より効果的な方法で債権の
回収に努めることが必要である。

　過払金の回収に繋がるよう11月を滞納整理強化期間
として対象者に電話による催告を行うこととし、必要
に応じて訪問による催告も行うよう手順を定めまし
た。

措置済 平成29年度

60

児童扶養手当の過
払金に係る延滞金
について

　対象となる児童が形式的に定められ、一律
に支給される児童手当とは異なり、児童扶養
手当の支給は個別に判断が必要となるケース
もある。
　市は一律にやむを得ない理由（静岡市税外
収入金に係る督促等に関する条例第3条第2項
第3号）による延滞金の免除事由に該当する
として延滞金を徴収していないが、延滞金の
徴収に係る判断は個別のケースごとに行い、
やむを得ない理由に該当するかどうかを慎重
に検討すべきである。
　やむを得ない理由に該当するとして延滞金
を徴収しない場合においても、判断理由を担
当者間での口頭の引き継ぎ事項とすることは
適切ではないため、個々の債権ごとに過払金
に係る延滞金を徴収しないとした判断理由を
明文化することが必要である。

　静岡市税外収入金に係る督促に関する条例の規定に
基づく延滞金の徴収の例外に該当するケースについて
は、過払金に係る延滞金を徴収しないとした判断理由
を文書化し、その旨を決裁文書に明記するよう改めま
した。

措置済 平成29年度
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61

母子父子寡婦福祉
資金貸付金の回収
事務の強化につい
て

　市の「債権管理マニュアル」や「静岡市母
子及び父子並びに寡婦福祉資金貸付金実施要
領」では訪問による督促についての定めはな
いが、郵送での督促は一方通行となりがちで
あり、債務者の個別の事情を把握することが
できない。貸付金の滞納額は極めて多額であ
ることから収納率の向上は急務であり、実施
要領を見直し電話督促や戸別訪問を積極的に
実施すべきである。
　また、市は強制執行等の法的措置を実施し
ていないが、「債権管理マニュアル」に基づ
き、悪質な滞納者に対しては強制執行等の法
的措置を実施すべきである。法的措置をとる
際には、まず債務者と接触する必要があるた
め、電話や戸別訪問による債務の督促につい
て適時適切に実施する必要がある。

　これまでは、滞納通知を送付し償還計画書の提出を
求めるとともに電話による催告を12月に行っていまし
たが、滞納整理強化期間として10月にも実施すること
としました。これらの手順については10月までに実施
要領に定めることとします。また、平成29年度から債
権の一部について回収業務を専門業者に委託すること
で督促の強化を図るため、委託業務で回収できない場
合の対応は、法的措置を含め委託業務の状況を踏まえ
て判断します。

措置済 平成29年度
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62

連帯保証人への請
求について

　母子父子寡婦福祉資金の貸付金の回収にお
いて、市は連帯保証人を立てているケースが
少ないことを理由として連帯保証人への催告
を実施していないが、連帯保証人が少ないこ
とと、督促を行わないこととは無関係であ
る。
　市の実施要領では、滞納債権に対するすべ
ての連帯保証人に対し一律に督促の実施を求
めているわけでは無く、督促、催告を経て、
償還計画書の提出等がない者に対し連帯保証
人への催告を実施するよう求めている。市
は、債務者に対し償還計画書を提出するよう
指導し、十分に債務者の財務状況を斟酌する
必要はあるが、そのうえで償還計画書の提出
等がなく悪質な滞納者に対しては期限内に貸
付金を償還している債務者との公平を図るた
めにも、実施要領に従って、連帯保証人への
催告を実施する必要がある。

　滞納通知を送付して償還計画書の提出がない債務者
については、連帯保証人への催告も行うこととし、平
成29年度から債権回収業務を専門業者に委託する中に
おいても、連帯保証人への催告を行っていきます。

措置済 平成29年度

63

支払猶予制度の利
用について

　母子父子寡婦福祉資金貸付金には支払猶予
の制度があるが、周知されておらず、平成22
年度から平成26年度には申請者がいない。平
成27年度には2人の申請者がいるものの、貸
付件数や貸付金額の規模、滞納状況などを考
慮すると明らかに少ない状況である。
　滞納者のうち申請可能な借受者が支払猶予
を申請しておらず、本来発生すべきでない違
約金が不当に発生している可能性がある。滞
納者の個別の事情を勘案し、支払猶予の申請
の可否を検討したうえで、必要に応じて当該
制度の存在を周知する必要がある。

　電話催告や納付相談の機会を捉えて支払猶予制度の
周知を図るとともに、平成29年度から債権回収業務を
専門業者に委託することから、委託業務において把握
した償還金の未納者の状況が支払猶予の事由に該当す
る可能性がある場合にも支払猶予制度を周知していき
ます。

措置済 平成29年度
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64

収入未済額の不納
欠損処理について

　母子父子寡婦福祉資金貸付金の滞留期間が
10年超かつ債務者の行方不明により催告を
行っていない債権は、実質的に回収不能な債
権であると考えられるため、不納欠損処理が
必要である。そのため、例えば、時効期間が
経過した一定の金額以下の債権については、
「静岡市債権の管理に関する条例」第7条第5
号に基づく不納欠損処理をすることなどを検
討する必要がある。
　一方で、一定の金額を超える債権について
は債務者が行方不明となっている場合でも追
加の調査等を適切に実施し、債権の金額に応
じた効率的、効果的な債権管理に努める必要
がある。

　３年以上の長期未納者については平成29年度から債
権の回収を専門業者に委託することで、未納者の状況
を個別に把握します。時効の援用が可能な10年以上の
債権は、委託業務で得られた情報を参考にして市が回
収不能と判断した場合には、適切な不能欠損処理を
行っていきます。また手順については、10月までに実
施要領に定めることとします。

措置済 平成29年度


